
情報通信
産業
85.4兆円
9.2％

電気機械
（除情報通信機器）
31.2兆円　3.4％

建設
（除電気通信
施設建設）
53.9兆円　5.8％
卸売
55.3兆円　5.9％

運輸
39.4兆円　4.2％

小売
36.7兆円　4.0％

鉄鋼
27.9兆円　3.0％

輸送機械
52.5兆円　5.7％

全産業の
名目市場規模
（平成22年）
928.9兆円

その他の産業
546.7兆円
58.9％

図表4-1-1-1 主な産業の市場規模（名目国内生産額）
（内訳）（平成22年）

（出典）総務省「ICTの経済分析に関する調査」（平成 24年）
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/link/link03.html
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（1）市場規模（国内生産額）

　平成 22 年の情報通信産業の市場規模（名目国内
生産額）は 85.4 兆円で全産業の 9.2%を占めており、
情報通信産業は、全産業の中で最大規模の産業である
（図表 4-1-1-1）。その推移をみると、平成 12 年から
平成 17 年まではほぼ横這いであったが、平成 20 年
以降は他の多くの産業と同様に減少してきた。特に
リーマンショック時の平成 21 年に大きく落ち込み、
平成 22年では緩やかとなったものの、引き続き減少
している（図表 4-1-1-2 及び図表 4-1-1-3）。
　一方、平成 17 年価格による平成 22 年の主な産業
の市場規模（実質国内生産額）の推移をみると、情報
通信産業は他の産業と同様に、平成 21年は減少した
ものの、平成 22年には回復に転じている（図表 4-1-
1-2）。情報通信産業の市場規模（実質国内生産額）は、
平成 21 年を例外として、拡大を続けており、平成
22年時点では前年比3.1%増の98.8兆円であった（図
表 4-1-1-3）。なお、平成 7年から平成 22 年までの
年平均成長率は 2.5%であった。

　本節で扱う情報通信産業の経済規模等に関するデータは、情報通信産業連関表の計数に基づいている。これまで
情報通信産業連関表は、平成 12年を基準年として作成したが、平成 23年度に SNAの平成 17年基準値が公表さ
れたことに伴い、情報通信産業連関表の基準年も平成 17年に改定した。基準年の改定に伴い、本節での経済規模
等の計数は昨年度から変更されている 1。

●情報通信産業の市場規模は、全産業中で最大規模の
約 9.2%

情報通信産業の経済規模1

情報通信産業の動向第　節1

1 従来の情報通信産業連関表は、「平成 12 年（2000 年）産業連関表」を基準として、これを延長推計することにより作成されていた。一方、本年
度白書で使用する情報通信産業連関表は、「平成 17 年（2005 年）産業連関表」を基礎として作成されている。基準となる産業連関表が異なるこ
とにより、特に平成 17 年以後の計数は、従前とは大きく異なる値をとる部門がある。特に、価格評価年次が変更されたことにより、情報通信産
業の実質値は、一部の部門で従前より大幅な減少となっている。この現象は、価格低下が著しい情報通信機器などで特に顕著である。「平成 17 年

（2005 年）産業連関表」に部門分類、概念等を合わせるために、平成 7 年及び平成 12 年の情報通信産業連関表を『平成 7 − 12 − 17 年接続産
業連関表』の情報を用いて再推計した。また、中間年（平成 8 年− 11 年、平成 13 年− 16 年）の国内生産額等についても、新たに作成した平成
7 年、12 年、17 年の情報通信産業連関表に基づき再推計を行った。



（出典）総務省「ICTの経済分析に関する調査」（平成 24年）
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/link/link03.html

（十億円）

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000
情報通信産業
85,353

運輸
39,378

電気機械
（除情報通信機器） 
31,221

建設
（除電気通信施設建設） 
53,899

卸売
55,259

輸送機械
52,523

小売
36,718

鉄鋼
27,870

22（年）21201918171615141312111098平成7

【名目国内生産額】

図表4-1-1-2 主な産業の市場規模（名目国内生産額及び実質国内生産額）の推移

（十億円、平成17年価格）
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（出典）総務省「ICTの経済分析に関する調査」（平成 24年）
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/link/link03.html
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図表4-1-1-3 情報通信産業の市場規模（名目国内生産額及び実質国内生産額）の推移

（十億円、平成17年価格）
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（2）国内総生産（GDP）

　平成 22年の情報通信産業の名目GDPの推移をみると、リーマンショック時の平成 21年は前年比 7.0%減と
大きく減少し、平成 22年も前年比 1.6%減と引き続き減少し 38.5 兆円となった（図表 4-1-1-4）。一方、平成 17
年を基準とした情報通信産業の実質GDPについては、平成 21年は前年比 3.6%減の 47.5 兆円であったが、平成
22年には急速な回復を示し、前年比 5.4%増の 50.1 兆円となっている（図表 4-1-1-4）。
　また、主な産業の名目GDPの規模をみると、情報通信産業の名目GDPは全産業の 8.2%を占め、卸売業と同
等の規模である（図表 4-1-1-5）。平成 7年から平成 22年までの主な産業の名目GDPの推移をみると、情報通信
産業の年平均成長率は 0.2%となっており、鉄鋼業に次ぐ値を示している（図表 4-1-1-6）。同様に、主な産業の実
質GDPをみると、情報通信産業の実質GDPは全産業の 10.6%を占め、主な産業の中で最大規模の産業となって
いる（図表 4-1-1-5）。主な産業の実質GDPの推移をみると、平成 7年から平成 22年までの情報通信産業の年平
均成長率 4.1%と、電気機械（除情報通信機器）に次ぐ値を示している（図表 4-1-1-6）。

●平成 22 年の情報通信産業の実質 GDP は、リーマンショックによる低迷から回復し過去最大の水準に達する



（出典）総務省「ICTの経済分析に関する調査」（平成 24年）
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/link/link03.html

図表4-1-1-5 主な産業の名目GDP及び実質GDPの規模
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（出典）総務省「ICTの経済分析に関する調査」（平成 24年）
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/link/link03.html
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図表4-1-1-6 主な産業の名目GDP及び実質GDPの推移

（十億円、平成17年価格）
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（出典）総務省「ICTの経済分析に関する調査」（平成 24年）
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/link/link03.html
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図表4-1-1-4 情報通信産業の名目GDP及び実質GDPの推移
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図表4-1-1-7 実質GDP成長率に対する情報通信
産業の寄与

（出典）総務省「ICTの経済分析に関する調査」（平成 24年）
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/link/link03.html

（出典）総務省「ICTの経済分析に関する調査」（平成 24年）
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/link/link03.html
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図表4-1-1-8 情報通信産業の雇用者数の推移
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（4）雇用者数

　平成 22年の情報通信産業の雇用者数は、380.7 万人（前年比 2.0%減）、全産業に占める割合は 6.8%であった。
平成 21年と比較すると、通信業（前年比 0.3%増）の雇用者は増加している一方、放送業（前年比 4.9%減）、情報サー
ビス業（前年比 0.8%減）、映像・音声・文字情報制作業（前年比 4.2%減）、情報通信関連製造業（前年比 5.3%減）、
情報通信関連サービス業（前年比 3.7%減）等は減少している（図表 4-1-1-8）。

●情報通信産業の雇用者数は、平成 22 年時点において 380.7 万人で全産業の 6.8%

（3）経済成長への寄与

　実質GDP成長率への情報通信産業の寄与度を平成
7年から 3年刻みでみると、情報通信産業の寄与度は
いずれもプラスとなっている。特に平成 19 〜 22 年
は実質GDP が大幅にマイナスになっているのに対
し、情報通信産業の寄与度はプラスを維持している（図
表 4-1-1-7）。

●実質 GDP 成長への情報通信産業の寄与度は一貫し
てプラス



2 「最終需要による経済波及効果」は、最終需要となる財・サービスに着目した分析で当該部門の最終需要が国内産業にもたらす経済波及効果をみ
るのに対し、「生産活動の経済波及効果」は産業部門に着目し、その生産活動が国内産業にもたらす経済波及効果をみるもの。

（出典）総務省「ICTの経済分析に関する調査」（平成 24年）
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/link/link03.html

（兆円）

（年）

（万人）

（年）

（付加価値誘発額） （雇用誘発数）

0

10

20

30

40

50

60

70

80

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

221712平成7年

37.5

30.2
26.8

17.9

221712平成7年

291.2

262.7

305.3

257.8

対個人サービス
医療・保健・社会保障・介護・その他の公共サービス

公務小売卸売
建設（除電気通信施設建設）情報通信産業
不動産

対個人サービス
医療・保健・社会保障・介護・その他の公共サービス

公務小売卸売
建設（除電気通信施設建設）情報通信産業
不動産

図表4-1-2-1 主な産業部門の最終需要による経済波及効果（付加価値誘発額、雇用誘発数）の推移

（出典）総務省「ICTの経済分析に関する調査」（平成 24年）
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/link/link03.html
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図表4-1-2-2 主な産業部門の生産活動による経済波及効果（付加価値誘発額、雇用誘発数）の推移
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　情報通信産業の全産業に与える経済波及効果を、付加価値誘発額と雇用誘発数について、他産業と比較する。最終
需要による経済波及効果 2は、実質最終需要48.3兆円による平成22年の付加価値誘発額は37.5兆円、雇用誘発数
は 292.1 万人となり、付加価値誘発額は建設を抜くほどの規模にまで大きくなったことがわかる（図表 4-1-2-1）。

　「各産業の生産活動」に着目して経済波及効果 2についてみると、情報通信産業の付加価値誘発額は平成 22年で
89.5 兆円、雇用誘発数は 764.2 万人となっており、我が国の産業の中でも最大規模となっている（図表 4-1-2-2）。

●情報通信産業の生産活動が我が国の産業全体に及ぼす経済波及効果は、付加価値誘発額及び雇用誘発数において
全産業最大の規模となっている

情報通信産業の経済波及効果2


